




















































他方、日本に留学した中国人学生（2000年度 32,000人が 2011年度 88,000人に増加）や日本に来た



































































































































































ターが日本の自衛艦に水平距離約 90 m、行動約 30 mまで接近飛行しました。4月 21日にも、中国の
艦載ヘリコプターが自衛艦に水平距離 90 m、高度 50 mまで接近飛行してきました。通常の軍事常識
からすれば、極めて危険な事態が発生したと言えます。そのような飛行は、一般的に海上事故防止協
定で禁止されている模擬攻撃に該当します。
日中防衛当局は、2012年夏までに、「海上連絡メカニズム」協議を通じて、中国艦船が日本近海の
海峡を通過する際には、事前通告することが大筋合意されていました。また、「海上連絡メカニズム」
協議では、自衛隊と中国軍の艦艇や航空機が接近した際に、無線通信の周波数を共通化し、使用言語
を英語に統一することでもほぼ合意していました。自衛隊と中国軍の高官が緊急時に連絡を取り合う
軍事ホットラインの設置でも一致し、2012年の年内に日本の防衛大臣が訪中して合意文書に署名する
段取りを調整中であったと報道されています。しかし、10月 26日に、その協議が中断している状態
であることが判明しました。是非とも、正常な日中関係でないこの時期にこそ、両国の軍事機関によ
る偶発事故が発生しないような信頼醸成措置を早急に構築する必要があります。
11.　まとめにかえて
最後に、中国湖南省長沙市にある日系スーパー「平和堂」が、反日デモによりテナントを含めて総
額35億円の被害を受けましたが、ようやく10月27日に1か月半ぶりに営業を再開しました。「平和堂」
は、休業中も中国人従業員の給与を支払い、そのためか、辞めた従業員はいなかったそうです。日系
企業も、中国人の従業員も、スーパーを利用する地元住民も、日系スーパーの再開を望んでいました。
誰も日中関係の悪化を望んでいません。
つまり、今の日中関係において最も重要なことは、日中両国が「和則両利、闘則俱傷（和すれば両
方に利あり、闘えばともに傷つく）」という中国の諺を十分理解することだと思います。
ご静聴、ありがとうございました。
〈コメント又は質問、それに対する応答〉
中国側コメント：
報告の中であった研究者による釣魚島に関する国際法会合の開催提案には、賛成である。上海でそ
のような研究会合ができればいい。
パーセプション・ギャップの視点から見る日中関係 337
東京の購入より国有化の方がましだとの指摘は間違いである。他の選択肢はなかったのか。
「棚上げ」合意に関して、中国は、釣魚島が自国の領土であれば、1992年の領海法で釣魚島を規定
することは自然なことであり、その法律に基づく「海監」の行動も正当である。また、「海監」の行
動はそれほど頻繁でなく、最低限度に留めており、極めて自制的である。
応答：
国内法の制定及び「海監」の行動が「現状維持」と考えるのか、日本の「国有化」は「現状維持」
に反すると考えるのかを含めて、尖閣諸島の「現状維持」とは何か、どこまでが現状維持で、どこか
ら現状維持の変更になるのか、まずは、両国の考えを明らかにする必要がある。
中国側コメント：
日本政府による実効支配が平穏に長期的に実施されれば、釣魚島は日本の領土になるので、それを
阻止するために「海監」が派遣された。行動で実効支配を阻止する必要があった。
応答：
国際法上、領域取得の一つの方法として、「時効制度」が議論されることがある。時効の中断事由
として、様々な方法があり、国家による抗議や国際司法裁判所への提訴などもその中断事由となる。
時効を中断させるために、「海監」の派遣といった実力行使・強硬手段をとる必要はまったくない。
